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まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格          JIS 
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スマートコミュニティインフラストラクチャ 

－電力インフラ－ 

火力発電インフラの質の評価方法並びに 

運用及び管理のための要求事項 

Smart community infrastructure-Electric power infrastructure-

Measurement methods for the quality of thermal power infrastructure and 

requirements for plant operations and management 

 
序文 

この規格は，2020 年に第 1 版として発行された ISO 37160 を基に，技術的内容及び規格の構成を変更す

ることなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，3E+S（エネルギー安定供給，環境保全，経済効率及び安全性）エネルギー方針の目的を実

現するため，火力発電インフラの質（QTPI）を維持及び向上させることを目的として，営業運転期間にお

ける火力発電インフラの質を評価する方法並びにその運用及び管理業務の要求事項を規定する。3E+S エ

ネルギー方針は，営業運転期間における火力発電インフラの質を確保するために策定された枠組みである。 

経済，生活水準及び消費者・使用者の日々のニーズへの十分かつ安定した電力供給の重要性を考慮する

と，電力不足又は頻繁な停電は，社会にとって重大なリスクである。火力発電インフラの質の維持及び向

上は，全ての地域，特に急速な経済成長の過程にある地域にとっては，重要な課題となっている。火力発

電インフラを計画どおりに運転開始し，そのライフサイクル全体にわたって効率的に運用することによっ

て，十分かつ安定した電力供給を実現することが可能である。 

温室効果ガスの排出など，火力発電インフラに関連する環境負荷の低減は世界規模の問題であり，その

影響の軽減は，この規格の目標である。影響を最小限に抑えるためには，環境負荷の社会的コスト，環境

保護対策に必要なコスト，及びこれらの対策の有効性を考慮に入れる必要がある。 

これらの観点から，適切な運用及び管理を行うことで，火力発電インフラの質の維持及び向上を図るこ

とによって社会の持続可能性が一層高まることが期待される。この規格は，国連が定める持続可能な開発

目標の中で，特に，目標 7（エネルギーをみんなに そしてクリーンに），目標 11（住み続けられるまちづ

くりを），目標 13（気候変動に具体的な対策を），目標 14（海の豊かさを守ろう），及び目標 15（陸の豊か

さも守ろう）に貢献することを意図している。 

  


